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ＣＤＳ
資料　新聞
この前話したＧMは、すでに政府から資金援助を受けているんですが、足りなくて、さらに拡張できるかどうかが問題です。再建プランを６月１日までにちゃんと作らないと、その可能性は低いわけです。
「倒産させると、大変深刻な不況になるであろう」と、オバマが言ったという話ですが、今の状況を見ていると、政府は意図的にＧMを倒産させる可能性が結構高い。
それは、政府のさらなる資金投入を得られるようにするためには、債権者たちとの話し合いが必要なんですが、GMの債権者たちは倒産してくれた方がいいわけです。なぜなら　倒産すれば、銀行からお金がもらえるクレジット　デフォルト　スワップ（CDS―債権を持つ金融機関がプレミアムを支払うことによって、企業の倒産などが起こった時に損害額を保証してもらう取引）があるからです。なまじ倒産しないで再建策をとると、どうなるかわからない。
GMの場合は、「企業年金」も負荷になっていたわけです。それをなんとかしないと進まない。GMの年金がうまくいかないと、政府が被る公的制度があるので、政府としても倒産してもらったほうが、ありがたい。倒産させてしまえば　労使協約も新しくできます。
６月１日の期限に向けて、お互いにどこで妥協できるか話し合いを延々と続けています。おそらく　いったん倒産させて　政府の負担を減らしてから、政府資金を投入するということになると思います。


各種資料の意見
資料　新聞各種
こういう状況下においては、自動車が売れてくれないとGMの再建は考えられないわけです。それで米国内のＧＭ工場はやめて、労賃がやすいメキシコやアジアの工場で生産した車を、アメリカ国内で売るという内容です。
フォードの新しい社長は、「一般の人たちに、車を買ってもらうことがチャレンジだ」って言ってる記事です。
資料　　失業率
アメリカの失業率がどんどん高くなって、ヨーロッパよりも多くなって深刻な状況です。
IMF副理事の話
ストレス　テストの結果、アメリカの株も日本の株も上向いたわけですが、そのテスト自体が相当怪しい。
資料　ノーベル経済学賞受賞者クルーグマン　朝日新聞５月２２日
デキレースの検査。どう転んでも銀行が勝者になり、納税者が敗者になる。
連邦準備銀行が、住宅ローン融資を甘く太くした。アメリカの「失われた１０年」になるのか？　ならないためにはどうすればいいのか？


日本の経験
アメリカ経済は今、第二次大戦以後最悪です。その危機から出るためには、日本がやったように、不良資産を金融機関から外す必要がある。そのため官民共同の不良債権処理機関をつくる
あの時代の日本の銀行は、闇の世界におカネを流していたという事態があって、警察が手を入れたりということがあったわけです。不良資産も　「もうない」といわれた後に　またどんどん出てきて、何年もかかったわけです
白川演説　　　偽りの夜明け（不良債権が何回も見つかる）
過剰な不良債権を本格的に整理しない限り、経済が回復することはあり得ない。そういう状況にあるのに，ＦＲBは、短期的に解決できると考えているのではないか。米国は認識が甘い。



これから
７００兆円規模の資金、国債発行を　この後どうするかということが問題。これだけ大量のお金をばらまくと、回復したときに、そのお金を回収しないと大変なインフレになる。
インフレになる恐れがでて、アメリカの格付け評価が下がり、ドルそのものが維持できなくなる。現在ドルは、３割ぐらい過大評価されている。ドルの切り下げが起きると世界が大混乱して、ドルを持っている人たちが、より安定した金を買うようになる。中国も金を買いだした。
世界中から資金がアメリカに流れて来ないと　経済が回らないということになっている。資金回転の中心の役割がアメリカの国債で、その国債の格付けが変わると、世界経済が混乱する。
資料　５月２０日、新聞
日本経済の回復は、アジア・オセアニアのマーケットが対象
元のマーケットである中国市場で稼ぐことによって、バブル崩壊後、日本は基本的にその構造で回復してきたわけです。



中国経済とは
中国経済そのものは基本的に、資本主義とは違う。どう違うか？冷戦時代のソ連圏経済と全く同じ。自由主義ではなくて、政府が指令する「指令経済」。中央政府の１０人ぐらいの高官の指令で決められる　一党独裁ならではのスピードがある。
高度成長期の日本もある程度そういう形で回った。政府が、ありとあらゆることに口を出して、金を使って日本経済を動かした。そういう体質は１９４０年ごろからある。４０年体制というのはそれで、昭和１５年に国家総動員法が出るわけです。それはソ連の５ヵ年計画を真似たわけです。ドイツのナチスも、イタリアのムッソリーニも指令経済です。
今後は中国がうまくいくかというと　それはかなり疑問です。
政府に対する反発が出て、暴動になるとか。中国では言論統制がありますから、地方でそれ的なことが起きてもそれが伝わってこない可能性がある。
資料　法政大学名誉教授、
アメリカがどうなるか。アメリカは簡単にはつぶれないだろう。欧州の企業にも弱みがあるから。
日本企業はどういう将来性を持っているか。日本の景気は底を打ったのか。
海外との競争に勝てる日本の自動車産業の独特の強さは、中堅層の強さにある。
本　　ミレニアム
１００年単位でシステムが変わる。ジェノバ・オランダ、大英帝国・アメリカ
１０００年単位で世界を見る。西欧の時代、中国の時代、アヘン戦争と香港
本　　ニューズウイーク編集長ファリード・ザカリア
「ザ・ポスト・アメリカン・ワールド」
植民地としての発展の結果、世界で初めて好守国の経済関係が逆転した。イギリスから香港への投資を上回るようになった。香港が中国に返還される。だいぶ前、
